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企業消費者間電子商取引に関する日本の公的統計の課題

長澤　克重ⅰ

　企業消費者間電子商取引（B2C-ec）に関する主要な公的統計である，「経済センサス－活動調査」，「全
国消費構造調査」，「家計消費状況調査」は，調査方法や対象が異なるとはいえ，各調査の調査結果及び調
査結果から推計される B2C-ec の取引高（販売額・支出額）には，著しいギャップが観察される。供給側
データからは約19.9兆円の B2C-ec 販売額が得られるが，需要側データからの推計では4.9兆円の支出額にし
かならない。また，需要側データ間の不整合も著しく大きい。デジタル経済化の進展が一層予想される現
在，政策運営の基盤となる公的統計が信頼度を高めるために，調査方法や推計方法の改善をはかり，B2C-
ec 統計の整備を進めることが望まれる。

キーワード：�電子商取引，B2C-ec，経済センサス－活動調査，家計消費状況調査，全国家計構造調査，
デジタル SUT

　

はじめに

　本稿では，デジタル経済の進展が公的統計にどの

ような問題を生み出しているかという点について，

企業消費者間電子商取引（以下，B2C-ec）を対象と

して考察する。生産と消費，社会生活全般において

我々の生活に ICT が浸透してかなりの年月が経つ

が，さらに近年ではビッグデータを AI により加工・

分析・利用することで，企業が新たな付加価値を創

出することが競争力をつける決定的な要因の一つと

もなっている。ＩＴ利用による社会全体の変化につ

いては，デジタル・トランスフォーメーション（DX）

という言葉で語られる場合も多くなっている。

　個々の消費者としての我々の行動においては，

B2C-ec を利用する機会が益々増えている。いわゆる

ネットショッピングといわれるあらたな購買形態は，

1990年代後半からトレンドとして拡大基調を続けて

きた。さらに近年は，世界を席巻しているコロナウ

イルス感染の拡大により，B2C-ec の利用者増加に拍

車がかかっている。感染拡大防止のために不要不急

の外出自粛が求められ，とりわけロックダウンとい

う法的強制力が伴う厳しい対応がとられた国々にお

いては，食料をはじめとする生活必需品の購入にお

いて B2C-ec が利用される場面が急速に拡大した。

　また，コロナ禍が広がる以前から，B2C-ec の拡大

がマクロ経済に影響を及ぼし，既存産業や企業経営

に少なからぬインパクトを与えていることが指摘さ

れていた1）。マクロ経済面ではとりわけ，インター

ネット通販の拡大が物価上昇を抑制しているのでは

ないか，という議論が続けられてきた2）。

　我々の日々の購買行動を変化させ，ひいては流通

構造や地域の雇用と産業構造，マクロ的な物価上昇

の抑制など，広範かつ多面的な影響を及ぼすことが

懸念され，実際に多くの変化を呼び起こしている

B2C-ec であるが，その実態を把握する統計は，事態
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の大きさに比して非常に貧弱と言わざるを得ない状

況にある。大きな社会・経済構造の変化に対する適

切な政策運営を行っていくためには，適切な統計に

基づく正確な現状認識が不可欠であり，その役割を

果たすのは公的統計である。現在の日本のB2C-ecに

関してはいくつかの公的統計によって実態が把握さ

れているが，その公的統計間の数値には整合性が疑

われるほどのギャップが観察される。本稿では，

B2C-ec に関する日本の代表的な公的統計を取り上

げて，まず基本的な市場規模（取引額）に関する数

値を比較検討することによって課題を明らかにする。

1 ．B2C-ec の動向

1 － 1 ．拡大を続ける EC 市場
　本稿では企業消費者間電子商取引（B2C-ec）を取

り上げるが，まず ec の定義について確認しておこう。

電 子 商 取 引 が 拡 大 し 始 め た1990年 代 後 半 頃 に

OECD で議論された定義は，国によって細部の差異

はあるものの，基本的な考え方については国際的な

標準として普及した。今日の OECD による定義3）

は以下のようなものであり，議論が始まった当初か

ら大きな変化はない。

　電子商取引とは，受注あるいは発注を目的に

設計された方法による，コンピュータネットワ

ーク上の商品またはサービスの販売または購買

である。商品またはサービスはそれらの方法に

よって発注されるが，支払と最終的な配送は必

ずしもオンラインで行われる必要はない。電子

商取引は，企業，家計，個人，政府，他の公的

あるいは私的な組織の間で行われうる。Web や

エ ク ス ト ラ ネ ッ ト，EDI（Electronic�Data�

Exchange）上での注文は ec に含まれる。ec の

型式は発注する方法によって定義される。電話

やファックス，あるいは手でタイプする電子メ

ールによる発注は ec に含まれない。

　この枠組みに従って，まず日本の電子商取引の概

況を見てみよう。日本の電子商取引の市場規模を見

る際によく参照されるデータとして，経済産業省に

よる「電子商取引に関する市場調査」がある。この

データは，後ほど詳しく検討する需要側・供給側の

基幹統計を基本データとする推計値である。各年版

の報告書からは，この10年間ほどの趨勢は拡大基調

にあることが伺える（図 1 参照）。「電子商取引に関

する市場調査」は B2B，B2C の両方を調査している

が，ここでは B2C に注目してみる。B2C 市場は，物

販系，サービス系，デジタル系の 3 分野から構成さ

れ，2020年では，B2C 全体で19.3兆円の市場規模，三

分野別では，物販系が12.2兆円（63.2%），サービス

系が4.6兆円（23.8％），デジタル系が2.5兆円（13.0%）

であり，物販系が大きな割合を占めている。物販系

については，小売業売上高全体に占める B2C-ec の

比率を EC 化率として求めているが，2020年の EC

化率は6.76% であり，上昇し続けているとはいえ，ま

だ小売業全体においては対面販売が主流である。と

はいえ，EC 化率上昇のトレンドがこのまま維持さ

れると， 5 年後には10％以上が電子商取引全体に占

めるチャネルとなる。ちなみに，英国では小売り総

販売額のうち B2C-ec の割合は 3 割を超えており，無

視できない比率を占めている4）。日本の B2C-ec の内

訳をもう少し細かく見るならば，物販系分野では，

「衣類・服装雑貨等」（1.9兆円），「食品，飲料，酒

類」（1.8兆円），「生活家電，AV 機器，PC・周辺機

器等」（1.8兆円）が取引額上位を占めている。サー

ビス系分野では，「旅行サービス」が3.9兆円，デジ

タル系分野では「オンラインゲーム」が1.4兆円と取

引がの上位を占めている。

1 － 2 ．コロナ禍が B2C-ec にもたらした変化
　拡大を続けてきた ec 市場であるが，2020年は初め

て若干ではあるが前年度取引額を下回った。これは，

新型コロナウイルスの感染拡大予防のため，外出自

粛が要請され，旅行サービスの取引額が対前年比－

60.2% と激減したことが大きく響いている。
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　新型コロナウイルスの拡大は，日本のみならず世

界的にも電子商取引の利用に大きな影響を与えた。

とりわけ，感染拡大防止のために，法的強制力を伴

うロックダウンという厳しい措置が取られた欧州，

米国では，食料・飲料をはじめとする生活必需品の

購買に B2C-ec が利用されたことで，B2C-ec の取引

額が飛躍的に拡大した。これは，これまで ec に利用

されていなかった生鮮食料品などの分野の商品にま

で ec 利用が拡大したこと，これまで ec 利用率が低

かった高齢者などの年齢層にまで EC 利用が広がっ
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図 1 　電子商取引（ec）統計とアマゾンのパラドクス
出所：「電子商取引に関する市場調査」各年度版

図 2 　英国小売業に占める B2C-ec の割合（％）
出所：Office�for�National�Statistics,�UK,�Retail Sales Index
注：季節調整済みデータ，自動車用燃料販売は除外，小売業全体には無店舗小売業を含む
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たことが大きい（OECD（2019，2020））。図 2 は英

国における EC 取扱額を示しているが，コロナウイ

ルス感染が広がった2020年に大きくジャンプしてい

ることが見て取れる。日本でも物販系分野において

は，EC 利用額が拡大しており，特に出前などの分

野の取扱額が大きく拡大した。また，高齢者層など

これまで EC を利用してこなかった年齢層が積極的

に利用するようになったことが明らかになっている。

2 ．日本における ec 統計の整備状況

　電子商取引（ec）が拡大し始めた1990年代後半か

ら，世界的に ec 統計整備の必要性が認識されるよう

になり，国際機関での議論にもとづいて各国で実際

の調査が始められるようになった。日本においても

同時期から少しずつではあるが着実に ec 統計の整

備が進められてきた5）。初期の調査は，主に ec の市

場規模（取引額）を把握することに調査の重点がお

かれた。取引額は，供給側からは事業所の ec による

販売額，需要側からは事業所や消費者による ec によ

る購入額として把握される。現在では需要側，供給

側のそれぞれについて，基幹統計及び一般統計で ec

関連の統計調査が実施されている。以下では，供給

側，需要側それぞれについて，B2C-ec に関わる公的

統計の整備状況とその特徴を概観してみる。

2 － 1 ．供給側統計
　供給側から見た B2C-ec については，以前は「商

業統計調査」において対個人消費者向け電子商取引

の販売額が調べられていた。公的統計の整理・統合

のなかで，産業別に実施されて指定統計の「経済セ

ンサス」（基礎調査および活動調査）への統合が進み，

「商業統計調査」が担っていた役割は，「経済構造実

態調査」と「経済センサス」に引き継がれた。「商業

統計調査」で尋ねられていた電子商取引関係の調査

項目は，「経済構造実態調査」と「経済センサス－活

動調査」において調査されているが，「経済構造実態

調査」は，全産業を対象としているとはいえ，一定

規模以上の法人企業だけを対象とした調査であるた

め6），経済全体における B2C-ec の実態を把握するう

えでは限界を持つ。そのため，ここでは「経済セン

サス－活動調査」のみを取り上げるが，「経済構造実

態調査」は毎年実施されるので， 5 年毎に実施され

る「経済センサス－活動調査」の中間年における

B2C-ec の傾向を把握するうえで意義はある。

　「経済センサス」は，我が国の全産業を対象とする

大規模統計調査であり，全産業における事業所及び

企業の従業者規模等の基本的構造を把握するととも

に，各種統計調査の基礎となる母集団情報を得るこ

とを目的としている。「経済センサス」は，事業所・

企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス－

基礎調査」と，事業所・企業の経済活動の状況を明

らかにする「経済センサス－活動調査」からなる。二

つの調査のうち，B2C-ec に関わる調査が行われるの

は「経済センサス－活動調査」である。調査周期は，

基礎調査が，2009年，2014年，2019年，2020年に実

施され，活動調査は，2012年，2016年，2021年に実

施されている。2021年の調査結果の公表は2022年 5

月であるため，B2C-ec に関わる直近の調査結果は

2016年調査のものである。

　「経済センサス－活動調査」における ec の調査項

目は，調査対象事業所が，①電子商取引の有無につ

いて（ 1 ．対一般消費者と行った， 2 ．他の企業と

行った，3 ．行っていない），②一般消費者と行った

企業については，売上（収入）金額に占める個人（一

般消費者）との電子商取引の割合，を尋ねている。

　経済センサス－活動調査は，全産業の事業所につ

いて上記の調査項目を調べているので，従来の「商

業統計調査」では小売業の B2C-ec しか把握できな

かったのに対して，製造業，卸売業，サービス業事

業所から，小売業事業所や対個人向けサービス業事

業所を経ない消費者への直販分も把握することが可

能となった。

　2016年の「経済センサス－活動調査」の結果から，

全産業における B2C-ec の販売額を産業大分類別に

集計したものが表 1 である。全産業における B2C-ec
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の販売額は約19.9兆円であり，全産業売上高合計に

占める割合は1.2％である。この比率は大変小さいも

のであるが，B2B 取引が大部分を占め産業（製造業

など）も B2C 取引が大部分を占める産業（生活関連

サービス業，娯楽業など）も合算していることによ

る。産業別で B2C-ec の販売額が大きい産業は「卸

売業，小売業」（約8.2兆円）「生活関連サービス業，

娯楽業」（約3.4兆円）であることがわかる。また売

上額に占める割合が高い産業としては，「生活関連サ

ービス業，娯楽業」（7.5%）「宿泊業，飲食サービス

業」（5.2％）があげられる。

　小売業における B2C-ec の販売額については，法

人企業についてのみの集計結果は公表されており7），

B2C-ec にあたる「インターネット販売」の販売額が

約3.4兆円であり，小売業全体の売上額に占める割合

は2.6% となっている。表 1 における卸売業，小売業

のB2C-ec販売額8.2兆円と小売業によるB2C-ec販売

額3.4兆円との差額4.8兆円は，卸売業および個人経営

の小売業による B2C-ec 販売額と理解できる。

　全産業の全事業所を対象とする B2C-ec の実態を

把握できる調査として，「経済センサス－活動調査」

の概要を見てきたが，2021年の調査においては B2C-

ec に関する調査項目（「電子商取引の有無および割

合」）が削除されて実施された8）。削除された理由と

しては，「報告者負担の軽減」のためとなっているが，

供給側における B2C-ec の取引実態を全産業・全事

業所を対象に把握できた唯一の統計調査が無くなっ

た影響は大きい。報告者負担を軽減することは望ま

しいことではあるが，負担軽減をはかるための調査

票設計はできなかったのか，調査事項自体を削除す

ることがどのような影響をもたらすのか，などにつ

いてどのような検討がなされたのかが明らかではな

い。さしあたりは「経済構造実態調査」が「経済セ

ンサス－活動調査」と同じ調査項目を調べているの

で，この結果を用いて全国の取引額を推計せざるを

得ないが，調査事項が削除された影響をどのような

方法で代替するのか，時系列データの続きをどのよ

うに推計していくのかなど，「経済センサス－活動調

査」の変更によって生じたブランクを埋める方法は

提示されていない。調査実施主体において，この点

企業消費者間電子商取引に関する日本の公的統計の課題（長澤克重）

表 1 　「平成28年経済センサス活動調査」による一般消費者向け電子商取引の状況

産業大分
類売上高

（百万円）
一般消費者と行った電
子商取引の額（百万円）

売上高に占め
る割合（％）

B2C 取引額
構成比

農林水産業（個人経営を除く） 4,993,854 15,246 0.3% 0.1%
鉱業，採石業，砂利採取業 2,044,079 504 0.0% 0.0%
建設業 108,450,918 285,594 0.3% 1.4%
製造業 396,275,421 837,325 0.2% 4.2%
電気・ガス・熱供給・水道業 26,242,446 175 0.0% 0.0%
情報通信業 59,945,636 1,862,876 3.1% 9.4%
運輸業，郵便業 64,790,606 1,338,863 2.1% 6.7%
卸売業，小売業 500,794,256 8,235,779 1.6% 41.5%
金融業，保険業 125,130,273 1,327,564 1.1% 6.7%
不動産業，物品賃貸業 46,055,311 558,756 1.2% 2.8%
学術研究，専門・技術サービス業 41,501,702 140,961 0.3% 0.7%
宿泊業，飲食サービス業 25,481,491 1,320,137 5.2% 6.6%
生活関連サービス業，娯楽業 45,661,141 3,431,627 7.5% 17.3%
教育，学習支援業 15,410,056 137,829 0.9% 0.7%
医療，福祉 111,487,956 175,511 0.2% 0.9%
複合サービス業 9,595,527 60,179 0.6% 0.3%
サービス業（他に分類されないもの） 40,853,581 132,829 0.3% 0.7%

合計 1,624,714,254 19,861,755 1.2% 100.0%

出所：総務省「平成28年経済センサス－活動調査（確報）産業縦断的集計　結果の概要」p.25より，一部筆者作成
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を検討することが待たれる。

2 － 2 ．需要側統計
　需要側における主要な公的統計は 2 つあり，一つ

は総務省「全国家計構造調査」（旧「全国消費実態調

査」）であり，もう一つは総務省「家計消費状況調

査」である。以下，それぞれの統計調査の特徴と調

査結果からとらえられる家計の B2C-ec 消費の実態

について考察してみる。

（1）総務省「全国家計構造調査」
　「全国家計構造調査」は，長年継続実施されてきた

「全国消費実態調査」の後継調査にあたる。「全国消

費実態調査」は，日本の家計の実態を，フローとス

トックの両面から詳細に把握するための構造統計と

して，1959年以来 5 年おきに実施されてきた指定統

計（現在の基幹統計）である。2019年からは調査の

全面的な見直しが行われ，「全国家計構造調査」とし

て実施されるようになった。家計における消費，所

得，資産及び負債の実態を総合的に把握し，世帯の

所得分布及び消費の水準，構造等を全国的及び地域

別に明らかにすることを目的としている。調査世帯

数も約 9 万世帯と多く，調査事項も多岐にわたって

いるため，家計の消費行動を様々な観点から詳細に

構造分析することが可能である。ただし，調査周期

が 5 年であるため，直近のデータが数年前のものに

ならざるを得ない場合もある。

　家計の B2C-ec 支出については，旧調査の調査項

目を踏襲している。調査票は家計簿方式となってお

り，調査年の10月と11月の二カ月間，被調査者は世

帯で購入したすべての商品・サービスを家計簿に記

入することが求められる。11月の調査票においては，

購入した商品・サービスの其々について支払い方法，

金額及び用途，購入先・購入地域を記入するように

なっている。購入先・地域については 9 つの区分9）

から選ぶようになっているが，区分のひとつに「通

信販売（インターネット）」があるので，これを集計

することで家計の商品・サービスごとの B2C-ec 支

出額を明らかにすることができる。

　表 2 は，「2019年全国家計構造調査」の結果から，

二人以上世帯における一ヶ月平均の費目別支出額

（円）と「通信販売（インターネット）」による費目

別支出額をまとめたものである。「通信販売（インタ

ーネット）」の支出合計は，月平均で4,507円であり，

世帯消費支出全体の1.6% にあたる。家庭での消費

財・サービス購入にインターネット利用が広まって

いるとはいえ，世帯全体からするとまだ非常に低い

割合であることがわかる。「通信販売（インターネッ
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表 2 　「2019年全国家計構造調査」による B 2 C-ec 支出額

支出費目 A．費目別支出額
B．通信販売（イ
ンターネット）に
よる購入

B/A B の構成比

食料 76,319 620 0.8% 13.8%
住居 19,484 36 0.2% 0.8%
光熱・水道 20,564 1 0.0% 0.0%
家具・家事用品 10,283 605 5.9% 13.4%
被服及び履物 12,188 581 4.8% 12.9%
保健・医療 14,769 292 2.0% 6.5%
交通・通信 39,512 431 1.1% 9.6%
教育 7,846 9 0.1% 0.2%
教養娯楽 26,137 1,446 5.5% 32.1%
その他消費支出 47,858 486 1.0% 10.8%

計 274,960 4,507 1.6% 100.0%

注：購入先別支出額（一ヶ月平均，円，二人以上世帯）
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ト）」による支出額が多い費目をあげると，「教養娯

楽」が1,446円でもっとも多く，続いて「食料」（620

円），「家具・家事用品」（605円），「被服及び履物」

（581円）が続いている。費目別支出において「通信

販売（インターネット）」の比率が大きいものをあげ

ると，「家具・家事用品」（5.9%），「教養娯楽」（5.5%），

「被服及び履物」（4.8%）などがある。「食料」につい

てはわずか0.8% であり，スーパーをはじめとする対

面販売が主流であることがわかる。

　「全国家計構造調査」の結果から見る限りでは，日

本における B2C-ec は，消費支出全体に占める比率

から明らかなように，まだまだ小さな存在でしかな

い。この調査は家計簿方式という極めて報告者負担

が重い調査方式をとっているため，この負担が何ら

かの影響を与えていると推察されるが，この点につ

いては後段で検討したい。なお，B2C-ec に関わって，

調査票のややわかりにくい点をあげるとするならば，

例えば，百貨店の WEB サイトから通販で商品を購

入した場合，「通信販売（インターネット）」とする

のか，「百貨店」とするのか，あいまいさが残る。す

なわち，販売主体の分類であるように思われるコー

ディングの中に，購買手段の分類が混じっているよ

うに見える点があげられる。

（2）総務省「家計消費状況調査」
　「家計消費状況調査」は，個人消費動向を的確に把

握するために，ICT 関連の消費やインターネットを

利用した購入状況，購入頻度が少ない高額商品・サ

ービスの消費等の実態を安定的に捉えることを目的

として，世帯を対象に毎月調査されている。調査は

2001年から開始されているが，インターネットが普

及し，ICT 化の把握が政策課題となってきた時期に

あたる。前述の「全国家計構造調査」は基幹統計に

指定されているが，本調査は一般統計である。

　B2C-ec については，被調査者は毎月のインターネ

ットを利用した商品・サービスの購入金額（ネット

ショッピング）を， 6 か月間にわたって調査票に記

入することを求められる。「全国家計消費構造調査」

が家計簿方式での回答を求められているのに対して，

「家計消費状況調査」の調査票は，あらかじめ B2C-

ec による購入額が多いと思われる品目を22品目が

調査票に記入してあり（プリコード方式），この品目

についてのインターネットを利用した購入金額を記

入するようになっている。「全国家計構造調査」の家

計簿方式では，世帯が購入した全ての商品・サービ

スの金額を毎日記入するという，被調査者にとって

みれば負担の重い回答方式になっているが，プリコ

ード方式では，特定の商品・サービスのインターネ

ット経由での購入金額のみを回答すればよいため，

家計簿方式よりは回答の漏れや未回答は少なくなる

と思われる。

　2020年の調査結果10）によると，ネットショッピ

ングを利用した世帯の割合は48.8% で，利用世帯の

割合は増加し続けている。二人以上の世帯における

ネットショッピングによる支出金額は， 1 か月平均

で16,339円であり，前年に比べて14.0% の増加となっ

ている。先の「全国家計構造調査」の金額と比べる

と，調査年が 1 年違うとはいえ，倍以上の支出金額

になっていることが大きな違いである。この差異に

ついては 3 － 1 ．で考察する。一か月平均の B2C-ec

消費の品目別支出額をまとめたものが表 3 である。

品目別では，旅行関係，食料，衣類・履物などの順

に支出額が多く，支出金額面では大きな違いがある

とはいえ，支出額の多い費目の傾向は「全国家計構

造調査」と概ね一致している。

　なお，この調査では家計の消費支出総額について

は尋ねていないため，世帯消費支出全体にしめる

B2C-ec の比率については明らかにできない。把握で

きるものは B2C-ec の品目別支出額だけである。

3 ．公的統計間のデータ比較

　日本の B2C-ec の販売・購入実態について 3 つの

公的統計から概観したが，この 3 つの調査が示す販

売額・購買額の数値は，以下に見るようにかなり不

整合なものである。 3 つの数値はどれも公的統計に

企業消費者間電子商取引に関する日本の公的統計の課題（長澤克重）
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よるものであり，特に「経済センサス－活動調査」

と「全国家計構造調査」については，回答拒否や虚

偽の申告をした際の罰則を伴う基幹統計であり，調

査結果の信頼性については一般統計を上回っている

ものと想定される。しかしながら，調査結果の比較

検討を行うと，基幹統計間においても数値の整合性

が疑われる現実がある。以下ではまず，需要側デー

タを突き合わせて比較することで，不整合の原因と

考えられる要因について，統計調査の方法を中心に

考察する。さらに，供給側データと需要側データ間

の不整合についても同様の視点で考察を加える。

3 － 1 ．需要側データの比較
　需要側データの比較をするために， 2 つの統計調

査の年次を合わせる必要がある。 5 年おきにしか実

施されない「全国家計構造調査」の入手可能な最新

調査の年次は2019年であり，調査月は11月である。こ

れに合わせて，「家計消費状況調査」についても2019

年11月のデータを用いる。世帯については，二人以

上世帯と単身世帯別，全世帯の集計があるが，もっ

とも多面的な集計がなされている二人以上世帯を取

り上げて，世帯の一か月平均の B2C-ec 消費支出額

を比較する。
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表 3 　2019年の「家計消費状況調査」による B2C-ec 支出額

贈答用 支出額（円）

　51　贈答品 766

自宅用

　自宅用計 13,569
　52～54計（食料） 2,015
　52　食料品 1,445
　53　飲料 384
　54　出前 185
　55　家電 964
　56　家具 317
　57～59計（衣類・履物） 1,841
　57　紳士用衣類 468
　58　婦人用衣類 924
　59　履物・その他の衣類 449
　60～61計（保健・医療） 668
　60　医薬品 130
　61　健康食品 538
　62　化粧品 518
　63　自動車等関係用品 353
　64　書籍 273
　65　音楽・映像ソフト，パソコン用ソフト，ゲームソフト 330
　66～67計（デジタルコンテンツ） 215
　66　電子書籍 91
　67　ダウンロード版の音楽・映像，アプリなど 125
　68　保険 529
　69～70計（旅行関係費） 3,033
　69　宿泊料，運賃，パック旅行費（インターネット上での決 2,138
　70　宿泊料，運賃，パック旅行費（上記以外の決済） 894
　71　チケット 566
　72　上記に当てはまらない商品・サービス 1,947

22品目合計支出額 14,335

出所：「家計消費状況調査」（2019年11月分）
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　「全国家計構造調査」によるデータについては，表

2 に示されているように 1 か月平均の世帯支出額は

4,507円である。「家計消費状況調査」の2019年11月

分の結果は表 3 に示されている通りである。なお，世

帯の平均人員数は2.97人，世帯主の平均年齢は60.7才

である。22品目別の 1 か月平均の世帯支出額合計は

14,335円となっている。この22品目別の収支分類を，

「全国家計構造調査」の収支分類に合わせて組み替え

たものが表 4 である（保険については除外）。表 4 で

は，費目ごとの支出額と構成比が載せてある。

　両調査の支出額を比較するために，「全国家計消費

構造調査」による費目別支出額の「家計消費状況調

査」の費目別支出額に対する比率を示したものが表

4 である。この表から明らかなように，「全国家計構

造調査」の数値は「家計消費状況調査」の数値の

32.6% にしか達しておらず，両調査の結果には大き

なギャップが存在する。これは，どちらかの調査が

過少あるいは過大である可能性を示唆している。次

に費目別のギャップを見てみると，「全国家計構造調

査」の支出額は，概ね殆どの費目において「家計消

費状況調査」の支出額の30% ～40％程度であること

がわかる。最も比率が大きいものが「家具・家事用

品」の47.2%，小さなものが「その他消費支出」の

15.0% である。この結果からすると，特定の費目の

ギャップが全体のギャップの原因になっているので

はなく，全体的に「全国家計構造調査」の結果は，

「家計消費状況調査」よりも低い支出額となっている

と理解できる。なぜ，このような乖離が生じている

のか，考えうる要因について考察してみる。

　まず，消費支出額を規定する基本的要因としての

世帯収入について，両調査間で分布に偏りがないか

比較してみる。もし「家計消費状況調査」の世帯収

入分布が，「全国家計構造調査」の世帯収入分布より

も顕著に上層に偏っているのならば，消費支出に大

きな格差があっても整合的である。両調査の世帯収

入分布をまとめたものが表 5 である。「家計消費状況

調査」の世帯収入のメディアンは400～500万円の階

級にあるのに対して，「全国消費実態調査」のメディ

アンは500～550万円の階級にあり，むしろ後者の方

が若干高くなっている。このため，世帯収入分布の

偏りが主要な原因ではないと思われる。また，イン

ターネット利用の規定要因の一つである年齢につい

て，二人以上世帯の世帯主の平均年齢について比較

すると，「家計消費状況調査」は52.9才，「全国家計

構造調査」は58.1才であり， 5 年ほどの開きがある

が，ともに50代であり，これほどの支出差を生み出

す要因とは考えにくい。

　両調査の標本における世帯収入が大体同等である

と判断できるので，次に注目すべき点は，両調査の

最も大きな違いの一つといえる調査票の形式につい

てである。「全国家計構造調査」の家計簿方式と「家

計消費状況調査」のプリコード方式とでは，被調査

企業消費者間電子商取引に関する日本の公的統計の課題（長澤克重）

表 4 　「全国家計消費構造調査」と「家計消費状況調査」によるB 2 C-ec 支出額の比較

費目 A. 家計消費状況調査 B. 全国家計構造調査 B/A

食料 2,015 14.6% 620 13.8% 30.8%
住居 0 0.0% 36 0.8% ─
光熱・水道 0 0.0% 1 0.0% ─
家具・家事用品 1,281 9.3% 605 13.4% 47.2%
被服及び履物 1,841 13.3% 581 12.9% 31.6%
保健・医療 668 4.8% 292 6.5% 43.7%
交通・通信 919 6.7% 431 9.6% 46.9%
教育 0 0.0% 9 0.2% ─
教養娯楽 3,851 27.9% 1,446 32.1% 37.5%
その他消費支出 3,231 23.4% 486 10.8% 15.0%

計 13,806 100.0% 4,507 100.0% 32.6%

注：「全国家計構造調査」の収支分類に従って組替えたもの（保険は除く）
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者が感じる調査負担感に大きな違いがあることは容

易に想像できる。「全国家計構造調査」の調査票では，

被調査者は世帯員全員について毎日購入する財・サ

ービスの支出金額とその購入先を漏らさず記録する

ことが原則となっている。しかしながら，実態とし

ては，さまざまな理由から記入漏れが発生しうる。

　宇南山（2015）は，「全国消費実態調査」，「家計調

査」，「家計消費状況調査」，「国民生活基礎調査」の

間で，家計消費支出額にギャップが存在しているこ

とを指摘し，その原因について，個票レベルから分

析し考察を加えている。まず 4 つの調査間における

系統的なギャップの傾向として，2002年～2013年の

時系列データの推移から，「家計消費状況調査」，「全

国消費実態調査」，「家計調査」，「国民生活基礎調査」

の順で消費支出の水準が高いことを指摘してい

る11）。その中でも特に「家計消費状況調査」につい

ては他の 3 つの調査よりも明らかに水準が高いため，

「家計調査」との比較検討によってその原因を分析し

ている。「家計消費状況調査」と「家計調査」との間

では2002年～2012年において 4 万円～ 7 万円の差が

観察されているが12），その乖離を「家計消費状況調

査」の対象品目による部分とそれ以外の品目で生ず

る部分に分けて明らかにしている。前者において生

ずる乖離は，「家計調査」の被調査者で生じる「調査

疲れバイアス」（調査回数を重ねるにつれて記録され

る支出が減少する）と「家計消費状況調査」で生ず

る「サンプル脱落バイアス」（調査回数を重ねるにつ

れて調査に協力的な世帯にサンプルが偏る）で説明

されること，後者において生ずる乖離は，「家計調

査」での自由記入形式では，特に高額な支出を伴う

消費の記入漏れがあるのに対し，プリコード方式を

とる「家計消費状況調査」ではそれがないことから

説明される，としている。

　宇南山（2015）では，「家計調査」と「家計消費状

況調査」の比較分析を行っているが，「家計調査」と

同じ家計簿方式をとる「全国家計構造調査」につい

ても，被調査者に同様の調査負担が存在しているた

め，「調査疲れバイアス」が生じていると考えること
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表 5 　「家計消費状況調査」と「全国消費実態調査」における世帯収入分布の比較
「平成27年家計消費状況調査」（二人以上世帯）

年間収入階級 世帯数 構成比 累積相対度数

0 ～200万円 7,420 7.6% 7.6%
200～300万円 14,297 14.6% 22.1%
300～400万円 16,333 16.6% 38.8%
400～500万円 13,123 13.4% 52.2%
500～600万円 10,584 10.8% 62.9%
600～700万円 8,294 8.5% 71.4%
700～800万円 7,416 7.6% 79.0%
800～900万円 5,385 5.5% 84.4%
900～1000万円 4,557 4.6% 89.1%
1000～1250万円 5,789 5.9% 95.0%
1250～1500万円 2,377 2.4% 97.4%
1500～2000万円 1,536 1.6% 99.0%
2000万円以上 1,006 1.0% 100.0%

合計 98,117 100.0%

「2014年全国消費実態調査」（二人以上世帯）

年間収入階級 世帯数 構成比 累積相対度数

0～200万円 2,346 4.7% 4.7%
200～250万円 1,933 3.9% 8.6%
250～300万円 3,099 6.2% 14.9%
300～350万円 3,991 8.0% 22.9%
350～400万円 3,961 8.0% 30.9%
400～450万円 3,746 7.5% 38.4%
450～500万円 3,419 6.9% 45.3%
500～550万円 3,391 6.8% 52.1%
550～600万円 2,806 5.7% 57.8%
600～650万円 2,818 5.7% 63.5%
650～700万円 2,314 4.7% 68.1%
700～750万円 2,242 4.5% 72.6%
750～800万円 1,868 3.8% 76.4%
800～900万円 3,152 6.3% 82.8%
900～1000万円 2,302 4.6% 87.4%
1000～1250万円 3,416 6.9% 94.3%
1250～1500万円 1,449 2.9% 97.2%
1500～2000万円 930 1.9% 99.1%
2000万円～ 464 0.9% 100.0%

合計 49,647 100.0%
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は自然である。「家計消費状況調査」については，2015

年の調査から消費支出総額については調査されてい

ないため，直近のデータで消費支出総額レベルでの

ギャップが存在するかは確認できないが，両調査の

調査票の形式に大きな変更はされていないため，家

計簿方式とプリコード方式の違いが，消費支出総額

および B2C-ec の支出額において両調査間でギャッ

プを生んでいるのではないかと推察される。

3 － 2 ．供給側データと需要側データの突合せ
　次に供給側データと需要側データを突き合わせる

ことで，日本における B2C-ec の取引額に関する統

計数値を検討してみる。直近でデータ利用が可能な

経済センサス－活動調査が実施されたのは2016年

（平成28年）であるが，調査が対象とする経済活動は

2015年であるので，2015年に近い需要側データを取

り上げて比較する。需要側データとしては，B2C-ec

支出額が大きい「家計消費状況調査」を比較対象と

する。方法としては，「家計消費状況調査」における

2015年平均の世帯平均 B2C-ec 支出額に，「2015年国

勢調査」による全国世帯数を乗じることで，日本全

世帯の B2C-ec 支出額を算出し，これを「経済セン

サス－活動調査」による一般消費者と行った電子商

取引の販売額の合計と突き合わせることで，第一次

接近としての比較を行う。

　2015年の「家計消費状況調査」による世帯平均の

B2C-ec 支出額は，単身世帯で月平均5,774円，二人

以上世帯で8,643円である。「2015年国勢調査」によ

る全国世帯数は，単身世帯が18,417,922世帯，二人以

上世帯が34,913,875世帯である。これにより，全国世

帯におけるインターネット販売年間支出総額の概算

値は以下のように求められる。

　単身世帯　：5,774（円 / 世帯月平均）×12（月）

� ×18,417,922（世帯）＝約1.28兆円

　二人上世帯：8,643（円 / 世帯月平均）×12（月）

� ×34,913,875（世帯）＝約3.62兆円

　全世帯　　：1.28兆円＋3.62兆円＝4.9兆円

　以上より，日本における全世帯による B2C-ec 支

出額の合計は，約4.9兆円と求められる。これを先ほ

どの供給側データである「経済センサス－活動調査」

と比較するならば，供給側の販売額は約19.9兆円で

あり，金額差にして約15兆円もギャップが存在する。

需要側データは供給側データの約25% 程度にしか達

しておらず，同じ経済活動をとらえた公的統計の数

値としては，ギャップが大きすぎると言わざるを得

ない。当然ではあるが，需要側データに「全国家計

構造調査」を使用した場合は，ギャップはさらに広

がることになる。

　真の値が両者の中間にあるのならば，需要側デー

タの過少推計，あるいは供給側データの過大推計の

どちらかになるが，真の値が両者の中間にない可能

性も否定できないため，現時点ではどちらが過小か

過大かは判断を保留せざるを得ない。

　上記の突合せでは，輸出入について考慮されてい

ないので，この点だけ補足しておく。「経済センサス

－活動調査」では，B2C-ec 販売額には輸出額も含ま

れており，2015年の経済産業省「平成27年度我が国

経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備」（電

子商取引に関する市場調査）によると，越境 B2C-ec

と呼ばれる海外の消費者に対する日本の事業者から

の ec 販売額は，約1.3兆円存在する。この部分は日

本の需要側データには含まれていないので，供給側

データの過大推計部分となる。需要側についても輸

入が占める部分は存在し，個人が海外業者によるイ

ンターネット販売を利用している場合は，国内 B2C-

ec の販売額を見る場合は需要側データ側の過大推

計要因となる。前掲資料によれば，日本の消費者の

越境 B2C-ec 利用額は約0.2兆円である。輸出入の差

し引きでは，1.1兆円程度の供給側の過大推計となる

が，15兆円のギャップの 1 割に満たない要因である

のでこれがギャップの主要な原因とは理解できない。

企業消費者間電子商取引に関する日本の公的統計の課題（長澤克重）
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4 ．デジタル活動に関する内閣府推計データと 
公的統計の比較

　世界的規模における経済活動のデジタル化にとも

なって，従来の GDP 推計にデジタル経済を反映さ

せる動きが進んでいる。具体的な契機としては，デ

ジタル化とサービス化，グローバル化が相まって進

むことで，これまでの方法論・調査推計方法では，新

しい経済によって生み出されている富が計測の枠組

みでは反映されないこと，あるいは枠組みからは漏

れてしまうことが懸念されているからである（桜本

（2018，2021））。

　具体的な事象としては，シェアエコノミーの進展

（Airbnb，Uber，などのサービス），Google などの

無料デジタルサービス（広告料を取っているが消費

者には無料サービス提供），国境を超える商品・サー

ビスのネット上での売買，などがあげられている

（Nadim�AHMAD・Paul�SCHREYER（2016））。

　このような現行の国民経済計算（SNA）が抱える

課題を補完するために，デジタルエコノミーに係る

サテライト勘定の推計の枠組みが OECD から提唱

されており（Mitchell（2021）），デジタル供給・使

用表（デジタル SUT）の作成を加盟各国に提案して

いる。これを受けて，日本では内閣府がデジタルエ

コノミー・サテライト勘定の推計に取り組み，2015

年，2018年の推計結果を発表している（内閣府

（2020，2022））。内閣府が推計したサテライト勘定は，

OECD が提案したデジタルエコノミーの定義にほ

ぼ従う形で，経済活動を「デジタルエコノミー」と

「非デジタルエコノミー」に大別し，前者の供給・使

用構造の詳細を明らかにしている。デジタルSUTに

おける産業・生産物の分類においては，まず産業は

デジタル産業と非デジタル産業に大別され，デジタ

ル産業についてはさらに 5 分類されている。生産物

の分類については，まずデジタル生産物と非デジタ

ル生産物に大別され，前者はさらに 4 分類，後者は

2 分類されている。電子商取引に関わる部分の推計

としては，各生産物の投入・産出額すべてがデジタ

ル注文と非デジタル注文に分割されており，デジタ

ル注文が電子商取引による販売・購買となる。デジ

タル SUT では，B2B-ec，B2C-ec の両方が推計され

ているが，本稿の対象となる B2C-ec に該当する部

分を含む数値は，国内家計現実最終消費におけるデ

ジタル注文の部分である。この部分の推計値を使っ

て公的統計の数値との比較を行ってみる。

　2015年データを使った推計（内閣府（2020））によ

ると，国内家計現実最終消費のうち，デジタル注文

による支出額の推計値が約32.7兆円となっている。

93SNA および2008SNA における国内家計現実最終

消費とは，家計最終消費支出に政府個別消費支出と

対家計民間非営利団体最終消費支出を加えたもので

あり，家計が支出・購入した消費財・サービスとは

異なる。そのため，32.7兆円をそのまま B2C-ec 取引

額として扱うと推定値としては過大になる。小川

（2020）によれば，家計現実最終消費の家計最終消費

支出に対する比率は明確な上昇傾向にあり，無視で

きない重要な項目となっている。2015年の名目国内

総生産における家計最終消費支出は約293兆円で，家

計現実最終消費は約364兆円であるので，家計最終消

費支出は家計現実最終消費の約80％である。この比

率を使用して，B2C-ec の取引額を推定すると，32.7

兆円×0.8＝26.2兆円，となる。この数値は，経済セ

ンサス－活動調査の結果である約19兆円に比べると

30％以上大きくなっている。経済センサス－活動調

査は，質問項目に未回答の事業所は除外した集計結

果であるので，すべての事業所の実際の B2C-ec 販

売額よりは少ないとはいえ，二つの数値に一定程度

の隔たりがあることがわかる。

　もちろん，デジタル供給・使用表は一定の仮定の

もとで推計されているため13），限界のある数値であ

ることは明らかである。まだ始まったばかりの試み

であるので，今後のさまざまな推計資料が追加・補

足されることによって推計上の仮定が現実に近づけ

られ，ギャップが埋められてくることが期待される。
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おわりに

　デジタル経済の進展が加速的に進んでいる現在，

経済・社会の変化の実態を正確にとらえて，この変

化がもたらす問題や将来への対応に必要な政策をと

っていくことが必要である。そのような政策策定の

基盤になるものは公的統計であり，公的統計が現実

を正しく反映しないならば政策運営は危ういものに

ならざるを得ない。

　本稿では，コロナ禍において利用が拡大している

B2C-ec の取引額に関する公的統計について，供給側，

需要側の其々のデータから統計の現状を比較検討し

た。取引額という最も基本的な経済活動を表すデー

タにおいても，それぞれの公的統計の示す数値には

大きなばらつきがあり，どのデータが適切であるの

かも判断が下しにくい現状があることが明らかにな

った。ec についての統計調査が始まってからすでに

かなりの年月が経つが，まだこのような実情にある

ことについては少なからぬ驚きを感ぜざるを得ない。

また，このような状況のなかで「経済センサス－活

動調査」から B2C-ec の販売額の調査項目は削除さ

れたことについては，デジタル経済における統計の

将来について憂慮せざるを得ない。もちろん，統計

調査は大変コストと手間のかかるものであるが，統

計は社会全体のインフラであるという観点からすれ

ば，調査方法の工夫や代替的推計方法の確保などを

行いつつ，必要なデータを継続的に蓄積していくこ

とが望まれる。

注
1 ）� � アカデミックな概念ではないが，いわゆる「ア

マゾンエフェクト」という用語で，小売業界の再
編や経営方式の転換，消費者行動の変化，地域経
済の変化，物価への影響など，広範な効果が指摘
されている。具体的事例については，例えば，ニ
ューズウィーク（2019），バーグ＆ナイツ（2019）
などを参照。

2 ）� � 実証的研究としては，Bank�of�Canada� (2017),�
Cavallo� (2017),�Gorodnichenko,�Shremirof� and�
Talavera�(2016),�河田・平野（2018），酒井（2018）
など。対象となる商品や，国・地域の違いにより
物価上昇抑制効果は様々に異なる。日本の事例研
究では一定の物価抑制効果があることが報告され
ている。

3 ）� � OECD,�Glossary�of�statistical�terms,�electronic�
commerce, より。

4 ）� � Official�for�National�Statistics,�UK,�Retail�Sales�
Index, より。

5 ）� � この時期の OECD を中心とする議論の経過に
ついては，長澤（2002）。

6 ）� � 産業横断調査においては，各産業分類において，
売上高を上位から累積し，当該分類に係る売上高
総額の 8 割までの範囲に含まれる法人企業を対象
としており，個人経営の事業所は対象とされてい
ない。

7 ）� � 総務省「平成28年経済センサス－活動調査　産
業別集計（卸売業，小売業についての集計）　結果
の概要」p.10

8 ）� � 令和 3 年経済センサス－活動調査の変更に当た
っての，総務省から統計院会への諮問および統計
委員会からの答申については，統計委員会 Web サ
イト（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
singi/toukei/inquiry/index.html）の諮問番号140
を参照。また，議論の経過については，椿（2021：
5）を参照。

9 ）� � 購入先・地域の 9 区分とは，①通信販売（イン
ターネット），②通信販売（その他），③一般小売
店，④スーパー，⑤コンビニエンスストア，⑥百
貨店，⑦生協・購買，⑧ディスカントストア・専
門店，⑨その他，である。なお，③～⑨について
は，さらに店舗の場所を 3 区分から選択するよう
になっている。

10）� � 総務省「2020年�家計消費状況調査�結果の概況」
より。

11）� � 宇南山（2015：65）
12）� � 宇南山（2015：66）
13）� � 内閣府（2020；7）によれば，利用可能な統計の

制約などから，推計には様々な強い仮定を置いて
いることが述べられている。具体的には，推計方
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法や基礎統計の違いから生ずる不突合をバランス
させていないこと，デジタルの経済活動と非デジ
タルの経済活動の経済活動の違い（中間投入構造
やマージン率の違いなど）を同一としたこと，な
どをあげている。
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Problems of Japanese Official Statistics for B2C Electronic Commerce

NAGASAWA Katsushigeⅰ

Abstract : There are three main Japanese official statistics for B2C electronic commerce (B2C-ec): 

Economic Census for Business Activities (ECBA), National Survey of Family Income and Expenditure 

(NSFIE), and Survey of Household Economy (SHE). ECBA surveys supply-side on B2C-ec sales, NSFIE 

and SHE survey demand-side on B2C-ec purchase. The results of these three surveys show significantly 

different figures on B2C-ec transaction value in Japan. While supply-side statistics (ECBA) shows 19.9 

trillion-yen sales amount, estimated value from demand-side statistics (SHE) reaches only 4.9 trillion-yen 

in expenditure. Besides, there exists considerable gap in the figure of expenditure between two demand-

side surveys. Now that the further progress of the digital economy is expected, B2C-ec statistics need to 

be improved in order to increase the reliability of the official statistics that are the basis of proper policy 

making.

Keywords :  e-commerce, B2C-ec, Economic Census for Business Activities, National Survey of Family 

Income and Expenditure, Survey of Household Economy, digital SUT
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